
Ⅰ 我が国の人口動態・社会構造の変化と地域における司法
アクセスの実状

１ 我が国の人口動態・社会構造の変化と背景
⑴ 人口減少、少子高齢化の進行

（地方創生2.0基本構想（令和７年６月13日閣議決定）より引用）

資料１－１



Ⅰ 我が国の人口動態・社会構造の変化と地域における司法
アクセスの実状

１ 我が国の人口動態・社会構造の変化と背景
⑵ 都市部への人口集中・人口の地方偏在

（総務省統計局：住民基本台帳人口移動報告2025年（令和7年）結果より引用）

資料１－２
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２ 司法アクセスの現状及び担い手となる弁護士の登録状況等
⑴ 弁護士等の地域定着の状況

弁護士数

東京（三会合計）
50％

大阪
11％

その他
27％

愛知
5％

神奈川
4％

福岡
3％

参考：人口

東京 大阪 愛知 神奈川 福岡 その他

11％ 7％
6％

7％
4％

64％

○ 都道府県毎の弁護士数を見ると、東京（三会合計）に全弁護士の50％が登
録するなど、上位５都府県に全弁護士の73％が集中している。（なお、同じ
5都府県の人口は合計36％にとどまる。）

上位
5都府県

人口1万人当たり
弁護士数

東京 16.30人

大阪 5.75人

京都 3.56人

福岡 2.89人

愛知 2.88人

全国 3.74人

① 弁護士数（上位５都府県の占める割合・資料１－３）

② 人口１万人当たりの弁護士数（上位５都府県及び下位５県・資料１－３）

下位
5県

人口1万人当たり
弁護士数

秋田 0.88人

青森 0.94人

岩手 0.96人

山形 0.99人

茨城 1.08人

全国 3.74人
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資料１－３

（弁護士白書2025年版より引用）
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○ 新規登録者及び再登録者が０人の単位会数は、2010年は０か所、2022年
は2か所だったが、2023年は7か所、2024年は14か所と増えている。

（弁護士白書2025年版より引用）

資料１－４
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アクセスの実状

資料１－５

（中央教育審議会大学分科会法科大学院等特別委員会（第121回）配布資料より引用）
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人口1万人当たり
司法書士数

北海道ブロック 1.39人
東北ブロック 1.35人
関東ブロック 1.88人
中部ブロック 1.65人
近畿ブロック 2.33人
中国ブロック 1.87人
四国ブロック 1.82人
九州ブロック 1.75人

全国 1.85人

司法書士数

北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州

⑵ 地域における司法書士等の活動状況
資料１－６

42％

3％ 5％

10％

20％

6％
3％ 11％

（司法書士白書2025年版より引用）
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資料１－７

（司法書士白書2025年版より引用）
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（法曹養成制度改革連絡協議会第２５回資料１より引用）

⑶ 自治体内弁護士の活動状況 資料１－８

○ 地方公共団体における法曹有資格者の常勤職員の人数等
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アクセスの実状
⑶ 自治体内弁護士の活動状況 資料１－８

（法曹養成制度改革連絡協議会第２５回資料１より引用）
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アクセスの実状
⑶ 自治体内弁護士の活動状況 資料１－８

（法曹養成制度改革連絡協議会第２５回資料１より引用）



Ⅰ 我が国の人口動態・社会構造の変化と地域における司法
アクセスの実状
⑶ 自治体内弁護士の活動状況
○ 法曹有資格者を常勤職員として採用している地方公共団体

市町村

都道府県

（いずれも法曹養成制度改革連絡協議会第２５回資料１より引用）

資料１－８
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